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参照条文 

 

○ 勤労者財産形成促進法（昭和四十六年法律第九十二号）（抄） 

（勤労者財産形成貯蓄契約等） 

第六条 この法律において「勤労者財産形成貯蓄契約」とは、勤労者が締結した

次に掲げる契約（勤労者財産形成年金貯蓄契約又は勤労者財産形成住宅貯蓄

契約に該当するものを除く。）をいう。 

２～３ （略） 

４ この法律において「勤労者財産形成住宅貯蓄契約」とは、五十五歳未満の勤

労者が締結した次に掲げる契約をいう。 

一 金融機関等を相手方とする預貯金等の預入等に関する契約で、次の要件を

満たすもの 

イ （略） 

ロ 当該契約に基づく預貯金等及びこれに係る利子等に係る金銭の全部又

は一部は、政令で定めるところにより、持家としての住宅の取得又は持家

である住宅の増改築等（増築、改築その他の工事で政令で定めるものをい

う。）（以下この項において「持家の取得等」という。）のための対価の全

部若しくは一部でその持家の取得等の時に支払われるもの（以下この項に

おいて「頭金等」という。）の全部若しくは一部の支払又は持家の取得等

のために必要なその他の金銭の支払で政令で定めるものに充てられるも

のであること。 

ハ～ホ （略） 

二・三 （略） 

５～９ （略） 

 

 

○ 勤労者財産形成促進法施行令（昭和四十六年政令第三百三十二号）（抄） 

（預貯金等及びこれに係る利子等の払出し等の方法） 

第十四条 勤労者が、勤労者財産形成住宅貯蓄契約に基づく預貯金等及びこれ

に係る利子等に係る金銭を法第六条第四項第一号ロに規定する頭金等その他

第十四条の三に定める金銭の支払に充てようとするときは、当該預貯金等及

びこれに係る利子等の払出し、譲渡又は償還（以下この条において「払出し等」

という。）は、次のいずれかの方法により行わなければならない。 

一～三 （略） 

２ 前項の住宅（持家として取得するものに限る。）に係る床面積、建築後の経
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過年数その他必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

 

（保険金等の支払の方法） 

第十四条の九 勤労者が、勤労者財産形成住宅貯蓄契約に基づく保険金又は共

済金に係る金銭及び前条各号に掲げる金銭（以下この条において「保険金等」

という。）を法第六条第四項第二号ハに規定する頭金等その他次条に定める金

銭の支払に充てようとするときは、当該契約に基づく保険金等の支払は、次の

いずれかの方法により行わなければならない。 

一～三 （略） 

２ 第十四条第二項の規定は、前項の住宅（持家として取得するものに限る。）

について準用する。 

 

（満期返戻金等の支払の方法） 

第十四条の十六 勤労者が、勤労者財産形成住宅貯蓄契約に基づく満期返戻金

に係る金銭及び前条各号に掲げる金銭（以下この項において「満期返戻金等」

という。）を法第六条第四項第三号ハに規定する頭金等その他次条に定める金

銭の支払に充てようとするときは、当該契約に基づく満期返戻金等の支払は、

次のいずれかの方法により行わなければならない。 

一～三 （略） 

２ 第十四条第二項の規定は、前項の住宅（持家として取得するものに限る。）

について準用する。 

 

○ 勤労者財産形成促進法施行規則（昭和四十六年労働省令第二十七号）（抄） 

（令第十四条第一項第一号の厚生労働省令で定める書類） 

第一条の十三 令第十四条第一項第一号の厚生労働省令で定める書類は、次の

各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書類とする。 

一 持家としての住宅の取得のために勤労者財産形成住宅貯蓄契約（法第六条

第四項に規定する勤労者財産形成住宅貯蓄契約をいう。以下同じ。）に基づ

く預貯金等及びこれに係る利子等の払出し等（令第十四条第一項に規定する

払出し等をいう。以下この条において同じ。）をする場合 次に掲げる書類 

イ その取得のために勤労者財産形成住宅貯蓄契約に基づく預貯金等及び

これに係る利子等に係る金銭を充てる住宅の登記事項証明書、建設の工事

の請負契約書、売買契約書その他の書類で当該住宅を取得したこと、当該

住宅を取得した年月日、当該取得に係る頭金等（法第六条第四項第一号ロ

に規定する頭金等をいう。次号イ、第一条の十八及び第一条の二十一にお

いて同じ。）の額及び令第十四条の三に定める金銭の支払に充てられた額
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の合計額が当該取得に関し払出し等をする当該勤労者財産形成住宅貯蓄

契約に基づく預貯金等及びこれに係る利子等に係る金銭の額以上の額で

あること、当該住宅の床面積、当該住宅が建設された年月日並びに当該住

宅の所在地を明らかにする書類又はその写し 

ロ その者の住民票の写し（その者の転勤その他のやむを得ない事情により

当該住宅がその者の住所に存しておらず、かつ、当該やむを得ない事情が

解消した後はその者が当該住宅に居住することとなるとその者が申し出

る場合には、当該申出に係る書面、当該やむを得ない事情を明らかにする

書類、当該住宅に居住するその者の配偶者又は扶養親族（所得税法（昭和

四十年法律第三十三号）第二条第一項第三十四号の扶養親族をいう。以下

この号、第一条の十四第三号及び第一条の十四の二第二号において同じ。）

の住民票の写し及び当該配偶者又は扶養親族がその者の配偶者又は扶養

親族であることを明らかにする書類。次号、第一条の十八及び第一条の二

十一において同じ。） 

二 （略） 

 

（住宅の要件） 

第一条の十四 令第十四条第二項（令第十四条の九第二項及び第十四条の十六

第二項において準用する場合を含む。）に規定する住宅に係る厚生労働省令で

定める床面積、経過年数その他必要な事項は、当該住宅が次に掲げる要件を満

たすものであることとする。 

一 床面積が五十平方メートル以上であること（勤労者が当該住宅の新築又は

当該住宅で建築後使用されたことのないものの取得をした場合であって、当

該住宅が令和五年十二月三十一日までに建築基準法第六条第一項の規定に

よる確認を受けたものであるときは、床面積が四十平方メートル以上である

こと。）。 

二・三 （略） 

 

 

○ 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）（抄） 

 ※「所得税法等の一部を改正する法律案」による改正後の条文 

（住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除） 

第四十一条 （略） 

２～２０ （略） 

２１ 個人が、国内において、特例認定住宅等(特例居住用家屋に該当する家屋

で次に掲げるもののうち令和六年十二月三十一日以前に建築確認を受けてい
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るものをいう。以下この項において同じ。)の新築又は特例認定住宅等で建築

後使用されたことのないものの取得(以下この項において「特例認定住宅等の

新築等」という。)をした場合には、（中略） 

一 住宅の用に供する長期優良住宅の普及の促進に関する法律第十一条第一

項に規定する認定長期優良住宅に該当する家屋で政令で定めるもの 

二 住宅の用に供する都市の低炭素化の促進に関する法律第二条第三項に規

定する低炭素建築物に該当する家屋で政令で定めるもの又は同法第十六条

の規定により低炭素建築物とみなされる同法第九条第一項に規定する特定

建築物に該当する家屋で政令で定めるもの 

三 前二号に掲げる家屋以外の家屋で、エネルギーの使用の合理化に著しく資

する住宅の用に供する家屋として政令で定めるもの 

四 前三号に掲げる家屋以外の家屋で、エネルギーの使用の合理化に資する住

宅の用に供する家屋として政令で定めるもの 

２２～４０ （略） 

 

○ 租税特別措置法施行規則（昭和三十二年政令第四十三号）（抄） 

（住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の適用を受ける場合の添

付書類等） 

第十八条の二十一 施行令第二十六条第三項に規定する財務省令で定めるとこ

ろにより証明がされた家屋は第一号に掲げる家屋とし、同項に規定する財務

省令で定めるところにより確認を受けた家屋は第二号に掲げる家屋とする。 

１～１２ （略） 

１３ 施行令第二十六条第二十項（同条第三十二項において準用する場合を含

む。以下この項において同じ。）に規定する財務省令で定めるところにより証

明がされた家屋は、当該家屋が同条第二十項に規定する認定長期優良住宅に

該当するものであることにつき、次に掲げる書類により証明がされたものと

する。 

一 当該家屋に係る長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則（平成二

十一年国土交通省令第三号）第六条に規定する通知書（長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第八条第一項の変更の認定があつた場合には、同令第九

条に規定する通知書。以下この号において「認定通知書」という。）の写し

（同法第十条の承継があつた場合には、認定通知書及び同令第十五条に規定

する通知書の写し） 

二 当該家屋に係る第二十六条第一項若しくは第二項に規定する証明書若し

くはその写し又は当該家屋が国土交通大臣が財務大臣と協議して定める長

期優良住宅の普及の促進に関する法律第九条第一項に規定する認定長期優
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良住宅建築等計画に基づき建築された家屋に該当する旨を証する書類 

１４ 施行令第二十六条第二十一項（同条第三十二項において準用する場合を

含む。以下この項において同じ。）に規定する財務省令で定めるところにより

証明がされた家屋は、当該家屋が同条第二十一項に規定する低炭素建築物に

該当するものであることにつき、次に掲げる書類により証明がされたものと

する。 

一 当該家屋に係る都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成二十四

年国土交通省令第八十六号）第四十三条第二項に規定する通知書（都市の低

炭素化の促進に関する法律（平成二十四年法律第八十四号）第五十五条第一

項の変更の認定があつた場合には、同令第四十六条の規定により読み替えら

れた同令第四十三条第二項に規定する通知書）の写し 

二 当該家屋に係る第二十六条の二第一項若しくは第三項に規定する証明書

若しくはその写し又は当該家屋が国土交通大臣が財務大臣と協議して定め

る都市の低炭素化の促進に関する法律第五十六条に規定する認定低炭素建

築物新築等計画に基づき建築された家屋に該当する旨を証する書類 

１５ 施行令第二十六条第二十二項（同条第三十二項において準用する場合を

含む。以下この項において同じ。）に規定する財務省令で定める要件は、同条

第二十二項に規定する認定集約都市開発事業計画に係る認定が、当該計画に

係る都市の低炭素化の促進に関する法律第九条第一項に規定する集約都市開

発事業により整備される同項に規定する特定建築物全体を対象として同法第

十条第一項又は第十一条第一項の規定により受けた認定であることとする。 

１６ 施行令第二十六条第二十三項（同条第三十二項において準用する場合を

含む。以下この項において同じ。）に規定する財務省令で定めるところにより

証明がされた家屋は、当該家屋が同条第二十三項に規定するエネルギーの使

用の合理化に著しく資する住宅の用に供する家屋として国土交通大臣が財務

大臣と協議して定める基準に適合するものであることにつき、国土交通大臣

が財務大臣と協議して定める書類により証明がされたものとする。 

１７ 施行令第二十六条第二十四項（同条第三十二項において準用する場合を

含む。以下この項において同じ。）に規定する財務省令で定めるところにより

証明がされた家屋は、当該家屋が同条第二十四項に規定するエネルギーの使

用の合理化に資する住宅の用に供する家屋として国土交通大臣が財務大臣と

協議して定める基準に適合するものであることにつき、国土交通大臣が財務

大臣と協議して定める書類により証明がされたものとする。 

１８～２９ （略） 


